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Ⅰ　昨年と比べて変わった点

１　生命保険料控除が改組されました。

　生命保険料控除が改組され、次の⑴から⑶までによる各保険料控除の合計適用限度額が１２万円とされま

した。

⑴　平成２４年１月１日以後に締結した保険契約等に係る控除

イ　平成２４年１月１日以後に生命保険会社又は損害保険会社等と締結した保険契約等（以下「新契約」

といいます。）のうち介護（費用）保障又は医療（費用）保障を内容とする主契約又は特約に基づい

て支払った保険料等（以下「介護医療保険料」といいます。）について、介護医療保険料控除（適用

限度額４万円）が設けられました。

ロ　新契約に係る一般生命保険料控除及び個人年金保険料控除の適用限度額は、それぞれ４万円とされ

ました。

ハ　上記イ及びロの各保険料控除の控除額の計算は次の表のとおりとされました。

ニ　新契約については、主契約又は特約それぞれの保障内容に応じ、その保険契約等に係る支払保険料

等を各保険料控除に適用することとされました。

支払った保険料等の金額 控　　　除　　　額

２０，０００ 円以下 支払った保険料等の全額

２０，００１ 円から ４０，０００ 円まで （支払った保険料等の金額の合計額 ）×１２＋１０，０００円
４０，００１ 円から ８０，０００ 円まで （支払った保険料等の金額の合計額 ）×１４＋２０，０００円
８０，００１ 円以上 一律に４０，０００ 円

⑶　新契約と旧契約の両方について保険料控除の適用を受ける場合の控除額の計算

　新契約に基づく保険料等と旧契約に基づく保険料等の両方の支払について一般生命保険料控除又は個

人年金保険料控除の適用を受ける場合には、上記⑴ロ及び⑵にかかわらず、一般生命保険料控除又は個

人年金保険料控除の控除額は、それぞれ次に掲げる金額の合計額（上限４万円）とされました。

イ　新契約に基づいて支払った保険料等につき、上記⑴ハの計算式により計算した金額

ロ　旧契約に基づいて支払った保険料等につき、上記⑵の計算式により計算した金額

⑵　平成２３年１２月３１日以前に締結した保険契約等に係る控除

　　平成２３年１２月３１日以前に生命保険会社又は損害保険会社等と締結した保険契約等（以下「旧契約」と

いいます。）については、従前の一般生命保険料控除及び個人年金保険料控除（それぞれ適用限度額

５万円）が適用され、各保険料控除の控除額の計算はそれぞれ次の表のとおりとなります。

支払った保険料等の金額 控　　　除　　　額

 ２５，０００ 円以下 支払った保険料等の全額

 ２５，００１ 円から ５０，０００ 円まで （支払った保険料等の金額の合計額 ）×１２＋１２，５００円
 ５０，００１ 円から １００，０００ 円まで （支払った保険料等の金額の合計額 ）×１４＋２５，０００円
１００，００１ 円以上 一律に５０，０００ 円



２　「納期の特例」の承認を受けている源泉徴収義務者が 7月から 12 月までの間に支払った給与等及

び退職手当等から徴収した源泉所得税の納期限が、翌年 1月 20 日とされました。

　「納期の特例」の承認を受けている源泉徴収義務者が７月から１２月までの間に支払った給与等や退職手

当等、一定の報酬等（以下「給与等及び退職手当等」といいます。）から徴収した源泉所得税の納期限が、

翌年１月２０日とされました。

　これに伴い、「納期の特例」適用者に係る「納期限の特例」の制度は廃止されました。

源泉所得税の区分
納　期　限

改　正　前 改　正　後

1 月から 6 月までの間に支払った 

給与等及び退職手当等から徴収した

源泉所得税

7月 10日 7月 10日

7 月から 12 月までの間に支払った 

給与等及び退職手当等から徴収した

源泉所得税

翌年1月 10日
翌年 1月 20日

「納期限の特例」の届出書を

提出している者で一定の要件

を満たす場合

翌年1月 20日 廃止

【「納期の特例」の承認を受けている者の納期限】

( 注 ) 　「納期の特例」の承認を受けていない源泉徴収義務者の納期限については、改正が行われて

おりませんので、その源泉徴収義務者が１２月に支払った給与等及び退職手当等から徴収した

源泉所得税の納期限は従前どおり翌年１月１０日です。

この改正は、平成２４年７月１日以後に支払うべき給与等及び退職手当等から適用されています。
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【交通用具を使用して通勤する人が受ける通勤手当に関する改正の概要】

※　通勤距離片道５０㎞（距離比例額２４，５００円）、運賃相当額３０，０００円、通勤手当３２，０００円の場合

〔改正前〕 〔改正後〕

３２，０００円
（通勤手当の額） ２，０００円が課税対象

７，５００円が課税対象
３０，０００円

（運賃相当額）

運賃相当額
まで非課税

２４，５００円
（距離比例額） 距離比例額

まで非課税

この改正は、平成２４年１月１日以後に受けるべき通勤手当から適用されています。
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３ 　自動車などの交通用具を使用して通勤する人が受ける通勤手当の非課税限度額が変わりました。

　自動車などの交通用具を使用して通勤する人が受ける通勤手当については、運賃相当額が距離比例額を

超える場合に、運賃相当額（最高限度：月額１０万円）までが非課税とされる措置が廃止されました。これ

により、通勤手当の金額が距離比例額を超える場合には、その距離比例額を超える金額については課税の

対象となりました。

(注 ) １　「運賃相当額」とは、交通用具を使用して通勤する人が鉄道などの交通機関を利用したならば負

担することとなるべき運賃等で通勤に必要な運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合

理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃又は料金の額に相当する金額をいいます。

２　「距離比例額」とは、交通用具を使用して通勤する人の通勤の距離に応じて定められる一か月当

たり一定の金額をいいます。
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